
議 案 第 232 号

国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関する条例案

（趣　旨）

第 1 条　この条例は、国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号。以下「法」とい

　う。）第13条第 1 項に規定する国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関し必

要な事項を定めるものとする。

（国家戦略特別区域法施行令第12条第 2 号の条例で定める期間）

第 2 条　国家戦略特別区域法施行令（平成26年政令第99号。以下「令」という。）第

12条第 2 号の条例で定める期間は、7日とする。

（立入調査等）

第 3 条　市長は、法第13条第 9 項の規定の施行に必要な限度において、その職員に、

同条第 4 項に規定する認定事業者（以下「認定事業者」という。）の事務所又は令

第12条第 1 号に規定する施設（以下「施設」という。）に立ち入り、当該認定事業

者に係る認定事業（法第13条第 4 項に規定する認定事業をいう。以下同じ。）の実

施状況について調査させ、又は関係人に質問させることができる。

2 　前項の規定により立入調査又は質問を行う職員は、現に滞在の用に供している施

設の居室に立ち入るときは、あらかじめ、当該施設に係る認定事業者及び当該居室

に滞在している者の承諾を得なければならない。

3 　第 1 項の規定により立入調査又は質問を行う職員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。

（手数料）

第 4 条　法第13条第 1 項に規定する特定認定（以下「特定認定」という。）に係る事

務で次の各号に掲げるものについては、当該各号に定める額の手数料をその申請を

する者から徴収する。

⑴  特定認定の申請に対する審査　 1 件につき21,200円

⑵  法第13条第 5 項の変更の認定の申請に対する審査　 1 件につき10,500円（認定
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事業に係る施設について現地調査を行う必要がない場合にあっては、2,500円）

（手数料の減免）

第 5 条　市長は、特別の事由があると認めるときは、前条の規定による手数料を減額

し、又は免除することができる。

（手数料の還付）

第 6 条　既納の手数料は、還付しない。ただし、市長が特別の事由があると認めると

きは、その全部又は一部を還付することができる。

（施行の細目）

第 7 条　この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。

　　　附　則

　この条例の施行期日は、市長が定める。

　　　平成27年 9 月25日提出

大阪市長　　橋　　下　　　　　徹　　

説　明

　国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関し必要な事項を定めるため、条例を制定する必

要があるので、この案を提出する次第である。
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